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国土審議会計画部会 第１５回持続可能な国土管理専門委員会 

平成１９年１１月２２日（木） 

 

 

【事務局】  まだいらしていない委員がおられますが、定刻になりましたので、ただい

まから国土審議会計画部会第１５回持続可能な国土管理専門委員会を開会いたします。委

員の皆様方には、お忙しい中お集まりいただきまして、まことにありがとうございます。

本日ご欠席の委員ですけれども、麻生委員、辻本委員、根本委員、牧委員、亘理委員でご

ざいます。 

 本日の専門委員会は、国土利用計画（全国計画）に関する報告につきましてご審議いた

だきまして、専門委員会としての取りまとめをしていただくこと、これが一つでございま

す。それからもう一つは、国土形成計画（全国計画）の検討状況につきましてご報告する

ということでございます。 

 それでは早速、お手元の資料の確認をさせていただきます。議事次第、座席表、委員名

簿のほか、資料１「国土利用計画（全国計画）に関する報告（案）」、それから参考資料１

－１「国土利用計画に関する報告の要点」、これは１枚紙です。それから参考資料１－２「国

土利用計画に関する報告の概要」、これは２枚紙の４ページです。それから参考資料１－３

「利用計画の面積目標について」、これは横長のパワーポイントの資料です。それから参考

資料１－４「国土利用計画関連資料」、これも同じく横長のパワーポイントの資料です。さ

らに後半ご紹介いたします国土形成計画関係の資料でございますけども、これは実は先日

の１１月１６日の計画部会での資料でございまして、参考資料２－１「国土形成計画（全

国計画）に関する報告」、それから参考資料２－２「国土形成計画に係る計画部会とりまと

め」、それから参考資料２－３「国土形成計画に係る計画部会報告の目次構成」、これはＡ

３の縦長の１枚紙です。それから参考資料２－４「国土形成計画に係る部会報告の概要」

でございます。資料の不備等がございましたら、どうぞ事務局にお知らせくださいますよ

うお願いいたします。 

 それでは、よろしいでしょうか、以下の議事につきまして、委員長にお願いいたします。

よろしくお願いします。 

【委員長】  本日は、最後の専門委員会という位置づけでございます。それでは、議事

に入らせていただきたいと思います。 
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 先ほど事務局からご紹介いただきましたように、本日は二つの議事がございます。一つ

は、この専門委員会でずっとご議論いただいてまいりました国土利用計画（全国計画）に

関する報告（案）についてご審議いただき、最終的な取りまとめをさせていただきたいと

いうのが一つでございます。もう一つは、国土形成計画（全国計画）でございますが、検

討状況を事務局から報告いただくという、その２点でございます。 

 それでは、議論に移りたいと思います。まず、国土利用計画についてですが、先日、１

１月８日にこの専門委員会が開かれまして、報告素案について、既にかなりご議論いただ

いたところでございます。これを踏まえまして、１１月１６日の計画部会において、私の

ほうから専門委員会の審議状況の報告を行い、計画部会において基本的なご了承をいただ

いているところでございます。 

 それでは、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

【事務局】  それでは、まず、「国土利用計画（全国計画）に関する報告（案）」、資料１

でございますが、これをお手元におとりくださいませ。この資料１、それからその関連資

料といたしまして、先ほど申しましたように参考資料１－１の１枚紙、参考資料１－２の

４枚紙、参考資料１－３のパワーポイントの横長、参考資料１－４の５点でございます。

この５点をまず国土利用計画関係でご説明したいと思います。 

 資料１につきまして、既に文章につきましてはご審議を重ねてきていただいております

が、１１ページをお開きいただきますと、国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標、

このような数字を本日初めて入れることができました。この件を中心に本日ご審議いただ

ければと思います。それから１２ページも関連部分で、１２ページの下半分のいろいろな

数字関係、その連続で１３ページの数字、このあたりも本日入った次第でございます。 

 その他の文章の部分につきましては、既に何回かお目通しいただいておりますが、本日

やっとすべてそろったということでございますので、全体を通しまして、再度確認してい

ただければと思います。先日のご説明とある程度重複することとなりますけれども、どう

かご容赦いただければと思います。本日は、できればこの資料１、これにつきましてご審

議いただきまして、できますれば合格点をいただきたいということでございます。 

 ただ、そうは申しましても、資料１はそれなりの分量がございますので、基本的には参

考資料１－１の１枚紙、参考資料１－２の４枚紙、これを中心にご紹介しまして、確認し

ていただければと思います。 

 参考資料１－１の１枚紙のほうは、全体の構成です。それから、参考資料１－２の４枚
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紙のほうはキーワードを抽出いたしました概要版でございます。基本的には、概要版のほ

うを若干読み上げる形でご紹介しまして、適宜、１枚紙のほうと照らし合わせてごらんい

ただければと思います。 

 では、参考資料１－２をごらんください。国土利用計画に関する報告（案）の概要とい

うことで、まずは国土の利用に関する基本構想でございます。ここは、基本理念に相当す

るところでございます。一つが国土利用の基本方針、それから、次のページにまいります

と、基本方針を受けて、今度は地域類型別の国土利用の基本方向、さらに（３）で利用区

分別の国土利用の基本方向という構成でございます。 

 もう一度、１ページに戻っていただきまして、基本的な認識につきましてですが、人口

減少と高齢化の進行、それから土地利用効率の低下の懸念というふうな一方で、アジアの

急速な経済発展も見通されるということですので、全体としては土地利用転換が鈍化して

いるものの、地域によっては新たな集積が見込まれる。したがって、土地需要の調整等の

観点から、国土の有効利用が引き続き必要という問題意識が、まず、ございます。 

 それからもう一つは、地震の発生の懸念、あるいは温暖化、あるいは良好な町並みなど

の国民意識の高まりという中で、国土利用のさらなる質的な向上が必要である。 

 三つ目は、例えば大規模集客施設の郊外立地と中心市街地の活力低下の連動ですとか、

あるいは多様な主体の関与の増大という中で、国土利用につきましても、地域の創意工夫

の重要性が非常に高まっているという認識でございます。もちろん、土地利用関係諸制度

の地方分権という状況とも相まったものでございます。 

 このような状況認識のもと、今後の国土利用の方向性として、持続可能な国土管理とい

うふうなことを打ち出していただいております。 

 これは、土地利用転換圧力の低下、これが実は国土利用の質的向上の機会であるという

ふうな基本的な認識のもと、有効利用、それから量的な調整、あるいはいろいろなマネジ

メントということを行いまして、よりよい状態で次世代に引き継ぐための持続可能な国土

管理を行うということでございます。 

 そのため、第１に、土地利用の量的調整につきましてですが、人口減少下であっても、

当面、増加する都市的土地利用がございますので、例えば低未利用地の有効利用を行う、

あるいは農林業的な土地利用につきまして、適正な保全と耕作放棄地の適切な利用を図る、

それから農林地、宅地相互の土地利用転換について、慎重な配慮のもとで計画的に行うと

いうふうな方向性でございます。 
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 それから二つ目が国土利用の質的向上でございますが、これもご審議いただきましたよ

うに、安全で安心、それから循環と共生、それから美しさとゆとりある国土利用の観点を

重視するということでございます。 

 ３つ目が、地域の国土利用の考え方に関して合意形成を図っていく必要があるですとか、

あるいは地域の実情に即した国土利用の諸問題に柔軟かつ能動的に取り組んでいく必要が

ある。すなわち国土利用の総合的なマネジメントを行っていく。このような地域の主体的

な取り組みを促進するというふうな認識でございます。 

 参考資料１－１の１枚紙のほうに目を転じていただきますと、上のほうに箱が六つ並ん

でございますが、この六つの箱を今ここでご紹介したわけでございます。 

 ２ページにまいりまして、このような基本的な理念を、やや具体的なレベルに流し込ん

で記述するのが（２）と（３）でございます。（２）と（３）はいわばマトリックスの関係

になっておりまして、地域類型別の記述、それから利用区分別の記述ということでござい

ます。記述の基本理念は共通でございます。 

 地域類型別の国土利用の基本方向ということで、都市、農山漁村、自然維持地域の三つ

の枠組みに沿って記述しております。当然、これも専門委員会で再三、強調していただき

ました、それぞれが別個に存在するのではなくて、機能分担など双方向的に考慮していか

なければいけないという認識をまず述べた上で、都市につきましては、例えば集約型都市

構造を視野に入れて、安全でゆとりある都市環境を形成していくとか、あるいは既存低未

利用地の再利用を優先して、自然的土地利用からの転換の抑制を基本とするとかいうふう

な方向性を出していただいております。 

 それから農山漁村でございますが、優良農地及び森林の確保、あるいは国土資源の適切

な管理、さらには農地と宅地の混在地域での計画的かつ適切な土地利用等々につきまして

打ち出していただいております。 

 それから自然維持地域ですが、国土のエコロジカル・ネットワーク、あるいは野生生物

の生息・生育空間の連続性の確保、このような方向性を出していただいております。 

 これを、今度は縦横をかえまして、土地利用区分別に記述したものが、以下のような記

述でございます。例えば農用地でございますが、効率的な利用と生産性の向上ですとか、

必要な農用地の確保・整備等々、あるいは環境への負荷の低減という方向性を記述してお

ります。それから森林及び原野でありますけども、吸収源対策の着実な実施ですとか、多

様で健全な森林の整備と保全等々を記述してございます。あるいは水面・河川・水路、道
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路につきまして、特にメンテナンスの部分を今回、追加いたしましたので、適切な維持・

管理というふうな方向性を記述しております。住宅地につきましては、住宅ストックの質

の向上、良好な居住環境が形成されるような用地の確保という方向性でございます。工業

用地では、例えば工場跡地の有効利用、それからその他の宅地、これは後ほどもご紹介し

ますが、基本的には商業・業務用地、あるいは官公庁の建物の敷地を指しておりますけど

も、その他の宅地につきまして、これも良好な環境の形成に配慮した用地の確保、それか

ら郊外の大規模集客施設の適正立地というふうなことを記述してございます。それから、

低未利用地という切り口から、例えば都市内低未利用地の再利用ですとか、耕作放棄地の

有効利用ということでございます。 

 これを１枚紙のほうに目を転じていただきますと、中央部分の縦横になっております地

域類型別の国土利用の基本方向と、それから利用区分別の基本方向ということでございま

す。 

 ３ページにまいりまして、いよいよ利用目的に応じた区分ごとの規模の目標ですが、こ

れはむしろパワーポイントの資料を使ってご説明させていただきたいと思います。資料１

－３をおとりください。横長のパワーポイントの資料です。これにつきまして、まず早速

１ページを開いていただきまして、全体像、我が国の国土利用の推移と次期計画の目標の

全体像でございます。 

 棒グラフは、農地、森林などの自然的土地利用を一括して表示しております。これは左

側の目盛りをごらんください。それから、折れ線グラフは住宅地や工業用地などといった

都市的な土地利用を記述してございます。これは、右側の目盛りをごらんください。 

 平成１６年が４次計画、今回の計画の基準年次でございます。それから２９年が目標年

次でございます。この図では、国土利用の推移と、それから今後の動向、目標の全体像を

視覚的にお示ししているということでございます。 

 １点ご注意申し上げますが、黄緑の宅地、これは黄色の住宅地、それから橙色のその他

の宅地、それから茶色の四角の工業用地、この三つの合計でございます。黄色と橙と茶色

の合計が黄緑でございますので、１点ご注意くださいませ。 

 過去３０年の推移をこのグラフで見ますと、一貫して農地、森林等が開発されて、宅地

などに転換されてきたということであります。ボリューム感としては、過去３０年間で１

３０万ｈａの農林地が開発され、いわば都市的な土地利用に転換されてきたということで

ございます。折れ線グラフを重ねて見ますと、毎年の転換量は、増えてきてはおりますが、
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だんだんと低減、頭打ちというか、傾きが小さくなってきているということであります。

棒グラフは目盛りが大きいのでわかりにくいですけれども、これも基本的には変化の度合

いが年々小さくなってきているという同様の傾向がございます。 

 将来に目を転じてこのグラフを見ていただきますと、これまでだんだんと緩やかになっ

てきた折れ線グラフの傾きが、今後さらに緩やかになるような見通しが見ていただけるか

と思います。このような過去から将来に向けての大きな流れを見ていただいた上で、それ

ぞれの地目の推移と目標設定の考え方をこれから順次ご説明したいと思います。 

 目標設定の方法や考え方は、地目に応じてさまざまでございます。ただし、基本的には、

これまでの推移に基づく将来予測、いわゆる回帰というもの、あるいは人口世帯数をはじ

め、各種経済社会要因、あるいは各省からの意見なども含む政策要因などを総合的に勘案

した目標設定でございます。 

 なお、各県の意向につきましても、ほぼ全県から何らかの形で把握して、この目標設定

の作業の参考としています。いわば将来予測という側面と、それから政策目標という側面

の両側面を兼ね備えたものと言えるかと思います。 

 ２ページにまいりまして、人口減少社会の到来でございます。２ページ左側の図の橙色

の折れ線グラフは人口であります。次期計画の基準年であります平成１６年に既にピーク

を迎えておりまして、その後、計画目標年次であります２９年にかけて約３３０万人が減

少する見通しです。それから青色の３大都市圏、定義は下に注がございますけども、三大

都市圏と、それから薄黄色の地方圏に分けますと、三大都市圏のピークは平成２２年あた

り、それから地方圏の人口のピークは平成１２年あたりということでございます。 

 それから、右側の図を見ていただきますと、右側の図の折れ線グラフは世帯数ですが、

平成２７年あたりまでは単独世帯の増加によりまして引き続き増加する見通しということ

でございます。それから青色の三大都市圏のピークは平成３２年あたりでありまして、地

方圏の世帯数のピークは平成２２年から２７年にかけてという状況であります。 

 さて、いよいよ個別の地目になりますが、１ページめくっていただきまして３ページ、

農地であります。３ページは、農地面積のこれまでの推移を肌色の棒グラフで示しており

ます。過去３０年間、一貫して減少してきたということ。それから３ページ右側の図は、

農地から宅地などへの転換量を示しています。近年、他用途への転換量は縮小傾向がうか

がえると思います。 

 それから４ページにまいりまして、左側の二つの表は、平成１５年から２７年にかけて
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の農地利用の見通しを示すいわばサンプルでございます。平成１７年に策定されました食

料・農業・農村基本計画――以後、食・農・農計画と言いますけれども――で示されてい

るものでございます。 

 右側のグラフで、いよいよ目標値を示しておりますけれども、平成４年は３次計画の基

準年次でございます。平成４年から棒グラフが始まりまして、平成１６年が４次計画の基

準年次、平成２９年が４次計画の目標年次であります。 

 このような３ページから４ページにかけての各種要因のほかにもいろいろございますけ

れども、それらを踏まえまして、目標設定の考え方を四角の枠の中に記述してございます。

農地は減少傾向にあるけれども、生産性の向上や、耕作放棄地対策が推進されていること、

それから食・農・農計画において平成２７年の農地面積目標が４５０万ｈａとされている

ことなどを踏まえ、減少傾向が鈍化することを見込みまして、平成２９年の目標を４５０

万ｈａ程度とするということでございます。 

 それから、次の５ページ、６ページ、採草放牧地です。採草放牧地は森林以外の草が生

えているところということで、草が生えていて、放牧したりその草を採取して畜産に使っ

ているような土地でありますけども、これも棒グラフを見ていただきますと、５ページの

右側のグラフで、昭和６０年代までに大きく減少しまして、これは採草放牧地から、いわ

ば牧草地に転換されたものと思われます。ただ、以後は大きな変動はございません。 

 ６ページにまいりまして、主として牧草地への転換などにより減少してまいりましたけ

れども、ここ１０年程度は大きな変動はありませんので、平成２９年の目標について、平

成１６年と同程度の８万ｈａ程度ということでございます。 

 それから７ページにまいりまして、森林であります。森林面積の長期推移は、７ページ

右側の棒グラフでありまして、第１次計画以後、森林面積が約２０万ｈａ減少しました。

これもスケールが大きいのでわかりにくいですけれども、特に昭和後半から平成初期にか

けまして、リゾート開発などが影響しているものと思われますが、近年はほぼ横ばいとい

うことであります。 

 ８ページにまいりまして、林地からの転換面積のデータがありましたので、ここにお示

ししております。この転換面積も近年減少傾向でありまして、特にレジャー施設用地に転

用されるケースが少なくなっているという状況でございます。 

 このようなことを勘案いたしまして、森林面積の推移と４次計画の目標の考え方ですが、

近年、大きな変動はない。それから森林・林業基本計画におきまして、平成２７年及び３
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７年の森林面積の目標が２,５１０万ｈａとされていることを踏まえまして、平成２９年の

国土利用計画の目標としても、平成１６年と同程度の２,５１０万ｈａということでござい

ます。これは当然、今後ますます重要になります温暖化対策に向けた森林の整備・保全が

進むですとか、あるいは林業の再生の兆しが見えているということも勘案したものとなっ

てございます。 

 それから、９ページにまいりまして、原野でございますが、ごらんの棒グラフのような

状況でございまして、近年はやや減少傾向で推移しておりまして、今後の目標につきまし

て、やや減少傾向が続くことを見込みまして、平成２９年の目標は２７万ｈａ程度という

ことであります。 

 それから次が水面・水路・河川でございますが、過去の推移が水色の棒グラフでありま

す。緩やかに増加しているということと、今後も人造湖や河川の改修などによる面積増加

が見込まれますので、面積目標１３５万ｈａ程度ということで、微増という目標を設定す

るものでございます。 

 それから次のページは道路でありまして、道路面積につきましても、過去の推移はごら

んのとおりでございます。増加傾向が緩やかになりつつあることがうかがえるかと思いま

す。すぐ下のページに住宅地の棒グラフがございますが、よく似ているような形状でござ

います。それから、例えば１７ページ、ちょっと先に見ていただきますと、１７ページで

その他の宅地、商業・業務用地等でございますが、１７ページのその他の宅地面積の推移

のカーブとも非常に似ているということがございます。 

 １１ページにもう一度戻っていただきまして、住宅地やその他宅地の推移とよく似てい

るということでして、宅地全体と連動させた目標設定の考え方を記述してございます。市

街化圧力の低下により、都市的土地利用への転換が小規模なものとなることが推測される

という全体の状況の中で、都市的土地利用の動勢と関連の深い道路面積について伸びが鈍

化することを見込み、平成２９年の目標について１３９万ｈａ程度、これも過去の実績と

点線を見ていただきまして、伸びるけれども鈍化するという状況でございます。 

 ちなみに、申し忘れましたが、実は平成１６年と平成２９年の数値の間の点線は、いわ

ば二つの時点の変化をわかりやすく示すために便宜上引いているものでございまして、毎

年の数値をあらわすものではございません。 

 さて、１２ページに住宅地がございます。住宅地の推移を長期スパンで見ますと、ごら

んのような棒グラフでございます。着実に増加してきております。ただし、毎年の伸び幅
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については縮小傾向であります。新設着工戸数が住宅敷地面積に大きな影響を及ぼします

が、これは近年、横ばい傾向でございます。 

 次のページ、１３ページにまいりまして、住宅地面積にとっては、世帯数の動向も非常

に重要な要因でございまして、左側の図を見ていただきますと、世帯数は平成２７年ごろ

までは増加、そこでピークアウトして、減り始めるという、これは社人研の推計でござい

ます。ただし、平均世帯人員は、これは紫色の棒グラフで示してありますけれども、今後

とも一貫して減少していく見通しが示されております。 

 さらに右側で家族類型を見ますと、家族類型の棒グラフの、例えば平成１２年におきま

す薄黄色の夫婦と子供というシェアがだんだん減っていって、一番下の青色の単独シェア

が増えていくという状況が見てとれるかと思います。このような住まい方の変化も見込ま

れるということです。 

 さらに１４ページにまいりまして、左側の図ですけれども、建物の建て方別の動向でご

ざいますけれども、空色の非木造共同住宅、要するにマンションですが、そのマンション

のシェアが年々大きくなっていって、相対的には木造一戸建てのシェアが減少してきてい

るという状況が示されておりまして、容積率の低い住宅のシェアに対して容積率の高いマ

ンションのシェアが高まる見通しが示されています。 

 このようなことを勘案いたしまして、住宅地面積の推移と面積の目標ですけれども、世

帯数の伸びの鈍化、それから単独世帯の増加など、住まい方の変化などを踏まえて、戸数

と建て方別の敷地面積を勘案して、２９年の目標について１１４万ｈａ程度ということで

ございます。 

 次に、１５ページの工業用地でございます。工業用地につきましては、わりと分布は偏

っておりまして、日本地図を見ていただきますと、主として太平洋ベルト地帯、それから

北海道にまとまった面積が分布しているということでございます。 

 棒グラフを見ていただきますと、ここ３０年では１４万ｈａから１８万ｈａの間で上下

しているということです。 

 １６ページに参りますと、左上が工業用地面積のグラフを示しておりますが、新規立地

が増加傾向にあるという状況がございます。 

 それから設備投資額を見ますと、活発化する傾向にあるということでありまして、１６

ページの右側の面積目標の考え方ですが、減少傾向であるけれども、企業の設備投資が活

発化している、あるいは企業立地促進法が施行されるというふうな政策要因があり、今後、
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地域における産業集積の形成が期待されていることなどを踏まえますと、平成２９年の目

標につきましては、平成１６年の１６万ｈａに対しまして、１７万ｈａと、微増というこ

とでございます。 

 それから、その他の宅地であります。その他の宅地のうち大部分は、円グラフにありま

す商業・業務用地、これは主としてショッピングセンターですとか物流センターですとか、

あるいは事務所などの商業・業務用地であります。これらに加えて官公庁の建物敷地用地

等が入っているという構成であります。長期の面積の推移は薄黄色のグラフのとおりでご

ざいまして、これも伸びが鈍化しつつあるという状況でございます。 

 １８ページに参りまして、その要因を少し分析いたしますと、例えば年間商品販売額の

推移、赤色の折れ線グラフですが、低減傾向、あるいは事務所数も減少傾向なのに対しま

して、薄黄色の棒グラフの売り場面積、これは増加傾向ということで、大型店舗の増加な

どが背景にあるものと思われます。あるいは、大店立地法の届け出件数を見てみますと、

一定の数でまだ増加が続いているという状況が見てとれます。 

 このようなことを勘案いたしまして、その他の宅地の面積目標ですが、市街化圧力の低

下により、都市的土地利用への転換規模が小規模なものとなることが推測されることから、

今後、伸びは鈍化するものということで、これも傾きがさらに緩くなって、平成２９年に

ついては６１万ｈａ程度ということでございます。 

 １９ページにまいりますと、その他でございます。その他は、これは農地や住宅地など、

前のほうで申し上げました利用区分に当たらないもので構成されます。例えば公園緑地、

交通施設用地、それから学校教育施設用地、ゴルフ場などがございます。あるいは駐車場

ですとか資材置き場ですとか、概念的にはありますけれども、包括的な全国データが必ず

しもないものなどもこういうところに含まれてまいります。耕作放棄地なども概念上はこ

このカテゴリーに入ってまいります。いわば全体の面積からこれまでに申し上げました利

用区分を引きました残差がここで計上されております。したがいまして、目標の考え方に

つきましても、他の土地利用の動向を踏まえ、３１８万程度ということになってございま

す。 

 ２０ページは、国土の全体の面積でありまして、これは埋め立てがまだ見込まれますの

で、平成２９年の目標を１万ｈａ増加して３,７８０万ｈａということで想定しております。 

 ２１ページにまいりますと、これは市街地でありまして、市街地は、この国土利用計画

では国勢調査に定める人口集中地区としております。人口集中地区は、原則として人口密
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度、１ｋｍ２当たり４,０００人の基本単位区が隣接して５,０００人以上の塊をつくって

いる地域であります。これも単純に割り算しますと、イメージとしては２５０ｍ２に１人

という密度であります。ただし、これは５,０００人の人口集中地区もあれば、１００万人

を擁する人口集中地区もあるというのはご承知のとおりでございます。 

 市街地面積の推移ですが、ごらんの赤色の棒グラフで、これまで拡大してきたけれども、

近年は伸びが鈍化しておりまして、平成１２年から平成１７年の増加量は０.８％にとどま

っているという状況であります。 

 ＤＩＤ面積の重要な説明要因でありますＤＩＤ人口の動向を２２ページの棒グラフ等で

示しております。２２ページの左上のグラフですが、棒グラフはＤＩＤ人口でありまして、

三大都市圏は青色、これは増加傾向で、それから地方圏も増加傾向ですが、三大都市圏ほ

どの増加傾向にはなっていないと。それから、折れ線グラフは人口に占めるＤＩＤ人口の

比率であるＤＩＤ人口比率ですが、三大都市圏全体は増加傾向で、地方圏もしかりであり

ます。 

 それから、ＤＩＤ人口密度を見ますと、三大都市圏では平成７年を境に反転して上昇に

転じておりますが、地方圏では引き続き低下傾向が続いているという状況がうかがえます。 

 このようなことを勘案いたしまして、２２ページの右側にありますように、面積目標の

考え方ですが、近年、伸び率が鈍化してきているということを踏まえまして、平成２９年

の目標については、平成１７年と同程度の１２６万ｈａということで想定してございます。 

 これが面積目標の考え方でございます。 

 もう一度、概要版に戻っていただきまして、先ほどの参考資料１－２と、それから参考

資料１－１であります。参考資料１－２の２枚紙の３ページに行っていただきまして、今

ご説明したのは、「２．」の（１）の規模の目標でございます。それから（２）で地域別の

概要も示しておりまして、三大都市圏の人口がおよそ６,４００万人程度、それから地方圏

の人口をおよそ６,０００万人程度として想定しておりまして、それを踏まえまして、農用

地、森林、水面・河川・水路、道路、住宅地、工業用地、その他の宅地、市街地につきま

して、三大都市圏、地方圏でそれぞれこのような数字を目標としてお示ししております。 

 それから、今申し上げました話は、参考資料１－１の１枚紙におきましては、下から二

つ目の箱で、利用区分別の規模の目標及び地域別の概要というところを今、ご紹介した次

第です。 

 最後に、参考資料１－２の最後のページ、４ページでありますけども、これはこのよう
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な面積目標を達成するために必要な措置の概要でございます。公共の福祉の優先というと

ころから始まりまして、以下のような１０項目を記述してございます。例えば、国土利用

計画法等の適切な運用の中で、今回、ＧＩＳを用いたいろいろな市町村計画の重要性など

のお話もありましたけれども、即地的な情報の活用といった地域の取り組み事例に係る情

報の共有云々というふうな記述を加えております。 

 あるいは、国土の保全と安全性の確保の中で、災害に配慮した国土利用への誘導ですと

か、環境の保全と美しい国土の形成の中で、温暖化対策の加速、あるいはここにはちょっ

と書いておりませんけど、低炭素社会の推進みたいな記述を増やしております。あるいは、

環境負荷の小さな都市構造等々でございます。さらに、計画段階におきます環境配慮とい

うことで、環境影響評価や適切な環境配慮という記述も追加してございます。 

 あるいは、低未利用地の有効活用を通じた自然的土地利用の転換抑制、あるいは農用地

の利用集積、低未利用地の優先的な再利用、あるいは国土の国民的経営、それから境界や

所有者不明の土地の発生防止などについて、少しアンダーラインを拾い読みしたところで

ございます。 

 以上が資料１、及びその関連の資料のご説明でございました。これに続きまして、先日、

１１月８日の専門委員会におきまして、各委員からこのような議論をするに当たっては、

こういうふうな量的な面積目標だけではなくて、質的な使用に取り組んでいくべきである

というふうなご意見ですとか、あるいは計画内容を具体化していくときに、地方が参考に

できる資料がついているとよいというふうなご意見ですとか、あるいは国土の国民的経営

を具体化していくことが必要であるというふうなご意見がございました。これを踏まえま

して、さらにこの計画の推進段階も視野に入れまして、補完的な資料も作成してみました

ので、これについてもあわせてご説明させていただきます。 

 参考資料１－４をおとりください。横長のパワーポイントの資料で、国土利用計画関連

資料であります。 

 ページを１枚めくっていただきますと、一つは、１ページですけども、国土利用計画（都

道府県計画、市町村計画）――国土利用計画は３階建ての計画で、都道府県計画、市町村

計画がございます――の策定・運用の促進、推進であります。国土利用計画の全国計画を

策定いたしますと、これを基本といたしまして、地域におきましても、順次、地域特性に

応じて国土利用計画の都道府県計画や市町村計画の策定・運用が始まります。そのような

取り組みを、私どももいろいろな形で促進してまいりたいと考えております。 
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 点線の四角の中にございますけども、都道府県計画、市町村計画の策定・改定が今後行

われますと。特に、住民に身近で地域の土地利用に即地的に関係いたします市町村計画は

地域特性に応じた国土利用を図る点で極めて重要な役割を果たし得るということでござい

ます。実際にそのような例も、いろいろとございます。 

 このために、各地方公共団体が全国計画を基本として計画策定をできるようなノウハウ

の共有が必要であると考えておりまして、そのようなノウハウの共有のためのいわば仕掛

け、それからコンテンツの整備をしてまいりたいと考えております。 

 右下の情報共有の例でありますけれども、例えば計画策定段階であれば、土地利用現況

図や土地利用構想図を使う事例を広く全国にも共有できるような仕掛けをつくってまいり

たいと思っておりますし、あるいは国土利用計画の実効性の向上を図るに当たりまして、

自治体で条例との連携を図っている例も散見されますので、そのような事例についても広

くご紹介していきたいということですとか、あるいはいろいろな計画策定に係ります先進

事例を、都道府県間、あるいは市町村間で共有していくことを促進するような仕掛けを考

えております。 

 それから、２ページにまいりますと、各種指標の活用でありますが、国土利用の質的状

況の把握を進めるため、今年度から検討に着手してございます。一つは、指標の具体化で

ありますけども、国土利用の質的状況の把握を進めるということで、できるだけ実務者に

とって実用的な、基本的には既存の統計資料を使いながら、できるだけ質の情報を把握で

きるような指標を開発してまいりたいと思っております。 

 検討方向といたしましては、国土利用計画に定める基本方向がございますけども、これ

を具体的に、ではどういう資料なのだということを一つ一つブレークダウンして出してい

きたいなということでございます。例えば利用可能な人口林面積ですとか、あるいは空き

家ですとか、耕作放棄率とか、こういったものを面積の指標と絡めて把握していければと

いうことでございます。この場合、都道府県や市町村段階でそのデータを容易に再現でき

る、あるいは継続的に再現できるということを重視しなければいけないと思っております。 

 ３ページにまいりまして、少し例をお示ししておりますけれども、これは平成１０年か

ら平成１７年の福島県内の従業員３０人以上の事務所数の変化を色入りの地図で示してお

ります。これは、四角の中にありますけれども、工業用地での面積把握で、工業用地とい

うくくりで面積を既に把握しておりますけれども、同じ１００ｈａの工業用地であっても、

雇用をたくさん生み出す面積と、それほどでもない面積という、いわば質的な側面も加味
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した面積表示というのをどうやったら行っていけるだろうかというのを、工業用地を例に

してちょっと示してみたものでございます。このような指標を地域の特性にも考慮しなが

らどういうふうにやっていけるのか、検討を始めてまいりたいと、ぜひ都道府県などと協

力しながら、地域特性を踏まえた具体的な活用方策の検討を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 三つ目に、国土の国民的経営の推進でございます。これも先日、いろいろな統計データ

をご紹介したところでございますが、特にその中で、今後、数千万人規模のいわば潜在的

な参加者がいると、参加可能性があるというふうなデータをお示ししました。こうした参

加意向を持つ層をいかに刺激して拡大していくかというところに着目した仕掛けをいろい

ろ考えてまいりたいと思っております。 

 全体像のポンチ絵の中で、雲のようなふきだしがありますけども、これが前回の専門委

員会で数千万人というふうな数字をご紹介しました潜在的な参加者です。一方、その上の

ほうの楕円の中で、里山の整備とか森林ボランティアとか棚田オーナーとか、こういうふ

うな具体的な取り組みは、いろいろなところで、各省で、各県で、あるいはいろいろなＮ

ＧＯ、ＮＰＯで既に始まっております。これを当局も同じような仕掛けをここに１個つく

るということでは必ずしもなくて、多分、私どもの仕事というのは、潜在的な参加者であ

るこの雲の部分をいかに刺激して、この矢印を活性化していくか、そして、国土管理に関

わる取組である黄色の部分をいかに太らせていくかというふうな仕掛けをいろいろやって

まいりたいと考えております。 

 それからもう一つは、その横に、間接的な取り組み、直接的に森に乗り込んでいって木

を切るということだけではなく、そこで間伐材を使ったおしゃれなバッグを買うとか、あ

るいはお米をたくさん食べるとか、いろいろな間接的な参加も当然ございます。そのよう

なものも、いろいろＰＲ的なもの、あるいは国民運動的なものとして刺激していくのが私

たちの仕事なのではないかと考えております。雲をいかに刺激して、矢印を活性化させる

かということでございます。 

 この場合、右側のところでありますように、企業をいかに絡ませるかというところが非

常に大事なのかなというところを実感しつつありまして、その意味では、雲を刺激するに

当たりまして、企業にいかにかかわっていただくか、それを言葉はちょっと語弊がありま

すけども、いかに社会的に評価してさしあげるかというふうな仕掛けを上手につくってい

くことによって、いろいろなものがかみ合っていけばいいなということで、今、検討を始
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めたところでございます。 

 以上、先日のご意見を踏まえまして、計画推進段階でこういうこともやっていかなけれ

ばいけないということも視野に入れた資料もおつけした次第でございます。 

 以上、長々ご説明しましたけれども、ぜひ資料１につきましてご審議いただきまして、

お取りまとめいただければというところでございます。どうもありがとうございました。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 資料１については、前回委員会でご議論いただきました。その前回ご議論いただいた資

料１の中に組み込めていなかった利用目的に応じた区分ごとの規模の目標等について、本

日、詳細にその数値を設定し、ご説明いただいたというのが一つ。それからもう一つは、

これも前回の委員会で特に中心的にご議論いただいた今後の問題ですね、国土利用計画を

今後、より活性化し、意義のある計画にさらにしていくためには、例えば土地利用の質の

問題とか、そういうことについてかなりご意見をいただきましたので、それに対して、ど

のような対応を事務局として考えていくかと、この２点について、中心的にご説明いただ

きました。 

 それでは、ただいままのご説明について、ご質問、ご意見あればいただきたいと思いま

す。どこからでも結構です。お願いいたします。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【委員】  大分、今までの意見を反映していただけたのかなと思うのですが、一つデー

タとして教えていただきたい。すぐお答えいただけなくてもいいのですけど、平成１６年

から平成２９年まで土地利用がこう変わりますよということでお話しされている中のロジ

ックの一つとして、人口は減少するけれども、世帯数は増えますよというお話があります。

それはそれでいいと思うのですが、平成２９年の世帯数がちょうど５,０００万でしたっけ、

非常にわかりやすい数字だったと思うのですけど、あわせて平成１６年の世帯数が幾らか

という情報がちょっとあれば、もう少し全体が見やすくなるのかなという気がいたしまし

た。即答いただかなくても結構ですので、調べて、また教えていただければと思います。 

 あと、もう一点ですが、参考資料１－２の一番最後の４ページの一番下の（１０）なの

ですが、今も委員長おっしゃいました今後のことなのですけれども、指標の活用というこ

とで、各種指標の活用で、「概ね５年後の計画の総合的点検の実施」と書かれております。

こういうふうにモニタリングしていくことは非常に大事だと思うのですけれども、５年後

ということは、そのときに実際に各種指標値がないとチェックできないわけです。例えば
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細密土地利用の情報などが一番関係するかと思うのですけれども、このデータは１０年ご

とぐらいしかとられていないのですよね。おそらくとるのが大変なデータが結構いろいろ

あると思うので、そのあたりはぜひしっかり、ここでこの文言はこれでいいとして、ほん

とうにそれができるように予算措置をしっかりそういうところにつけていただくとか、人

員を配置していただくとかというふうなことが要るのかなと思いました。定性的なチェッ

クだけではなくて、定量的チェックというのが要るのであれば、そういう準備が必要です。

あと、事務局よりこの点線は途中の意味はないのだというふうに増加の部分についておっ

しゃいましたけど、場合によっては、５年後であれば、その途中の段階で、やはり点線の

意味を考えながらチェックするということが必要になるかなと僕は逆に思ったのですが、

そのあたりお考えあればいただきたいと思います。 

 以上です。 

【委員長】  第１点は、数字を確認していただけばいいだけですけれども、２点目につ

いてお答えください。 

【事務局】  数字は、４,９００万世帯でございます。 

 それから２点目の、どのようなモニタリングをしていくのかというふうなお話だと思い

ますけれども、ぜひ私どものできる範囲でいろいろなことを意欲的にやってまいりたいと

思います。ただ、一つは、都道府県や市町村でも再現できるような手法ということを意識

しなければいけないと考えておりまして、非常に洗練された、技術的に高度なものにはな

かなかしにくいのかなという感じを今持っております。いずれにしましても、５年後にモ

ニタリングをぜひやってまいりたいと考えておりまして、どんなものになるのか、今のと

ころまだ申し上げられませんけども、委員おっしゃるような趣旨で５年後の点検をやって

まいりたいと思っております。 

【委員長】  よろしいですか。 

【委員】  はい、ありがとうございます。 

【委員長】  ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【委員】  きょう出てきた目標の面積とその出し方に関してなんですけれども、回帰に

よって、これまでの傾向を概想して目標というのを出されているのですが、自然現象の予

測ということではそういう手法を使うのですが、私のイメージする計画という言葉だと、

望ましい状態を能動的につくり出す、知的な営みというような印象があるのですね。そう
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すると、何か政策によってトレンドを変えなければいけないものに関しては、単に概想し

て計画の面積をつくるというのではない側面もあってもいいような気がするのですね。も

ちろんそれでしかできないいろいろな制約があるものもあるかもしれませんけれど、特に

感じるのが、住宅の面積、先ほども話題になった、１人で住まう方が増えてくる。それも

おそらく高齢の方が１人で１世帯ということになるという予測なのですけど、そのことっ

て、社会にとっても個人の幸せの観点からも問題が大きいのではないかと思うのですね。

まずエネルギーの消費とか、二酸化炭素の放出などにしても、一軒一軒、１人ずつ家を持

つとしたら、その分おそらくむだになる分もあると思いますし、いろいろな災害などのと

きのリストとかもありますし、社会にとってもそれほど望ましいことではないと思います

し、人間は社会的な動物ですので、社会関係の中で幸せが保障されるという面が大きいも

のですから、ひとり住まいのお年寄りというイメージを前提にしてしまうと、とても暗い

社会を想像しなければならないような気がするのですが、もちろん血縁家族ということに

関してはもう人数が減らざるを得ないのですけれども、既におそらく擬似家族的に一緒に

生活を、プライバシーは守りながら、だけれども、ある生活の営みの中で共有できるとこ

ろは共有するというようなグループで住むというような実践をされている方もいらっしゃ

るようですし、単独世帯をそれほど増やしてしまわないような政策というのがきっと重要

だと思いますし、そうしたら住宅や住宅地をあまりむだにせずに、エネルギーや環境の観

点から見ても望ましい社会になるのではないかなと思いました。 

【委員長】  はい、どうぞ。 

【事務局】  政策要因、私の説明がちょっと単純過ぎました。過去からの推移を概想し

て将来をプロジェクトするというものを基本としているものもあれば、委員がおっしゃる

ように、例えば農地ですと、これは食料・農業・農村基本計画の中でもそのような考え方

がなされておりますけども、このままのトレンドでいけば、今お示ししている目標以上に

農地が減ってしまう可能性があると。しかしながら、まさに今、一生懸命議論しておりま

す農地政策ですとかそういうことが功を奏して、耕作放棄地の発生を抑制、あるいは既に

耕作放棄されたものも少しはまた戻すというふうな政策を打つことによって、トレンドよ

りは農地の減少が少なくて済むというロジックを、まさにこの国土利用計画でもやってご

ざいます。 

 あるいは工業用地につきましても、これも経産省とのいろいろな相談の中で、今度施行

いたします企業立地促進法の政策効果も見込んで、わずかではありますけども、反転させ
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て増加させたいという意図を込めております。 

 他方、マーケットメカニズムでいかんともしがたい部分ですとか、これは自然現象と類

似と言うのも語弊がありますけれども、トレンドを概想するという部分を中心にせざるを

得ないものもあるかと思います。 

 住宅につきましては、やはりデモグラフィックな将来推計というのは、これまでの経験

でもかなり確度が高い部分があるものですから、それを基本としているということは、こ

れは否めません。委員がご指摘の、住まい方の部分で、当然問題はあるとは思いますけれ

ども、ちょっと私どもの政策の範囲を超えてしまうのかなということでございます。 

【委員長】  よろしいでしょうか。 

 ほかにございますか。 

【委員】  多分、同じようなことを言っているのだと思いますが、国民的経営というこ

とと人口の問題について意見を述べます。人口の予測値では地方都市の６,０００万に対し

て三大都市圏が６,４００万人である。これはかつての地方都市と三大都市圏の人口の比率

が置きかわってしまって、どんどん拡大していく、そういうトレンドを前提とした上での

話なのだろうと思う。しかし、２１ページの市街地面積の推移等のデータをベースにした

場合、国民的経営というものがどうなっていくのかというのがなかなか見えにくい。 

 例えば、国勢調査のＤＩＤの面積の状況を見ると、三大都市圏はＤＩＤが連檐して広域

にあるわけです。一番集中しているのは東京圏ですが、ほかの地域、地方圏になりますと、

ＤＩＤは島状に、小規模なものがぽつぽつとあるだけです。こういう状況をベースにして、

国民的経営というのには強い違和感があります。 

 森林と農地の間には大きな違いがあって、森林もかなり問題を含んでいると思いますが、

森林は多分、１年とか５年とかいう単位で管理の手を入れていけば何とかなるのだけど、

農地というのは、１週間の問題であったり、１月の問題であったりするのです。そういう

意味で、農地と森林の管理というのは基本的に違う。そういう意味で、農地を管理する人

たちがどういう場所にいないといけないかというと、農地により近いところにいないと、

実質的な管理はできないのです。そうすると、こういう人口配置や地域の都市形成等を今

後どうしていくのかというのは、国土利用計画の非常に大きな課題であると思う。 

 確かに今おっしゃったように、政策的にどこまでいじれるのかということはあるかと思

いますが、この中で、これらにどういうスタンスで触れるのかというのは、大きな問題で

はないかと思います。そういう意味で、２１ページのデータは問題点が見えにくい資料だ
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と思います。 

 それから、少し私の関係する農地でいいますと、３ページの耕作放棄地の面積も、注意

して見ないと、耕作放棄地の増加面積が減っているからいいではないかというふうに読め

てしまう。しかし、耕作放棄地面積は毎年こういう形で増えているわけです。これは年間

の増加量ですよね。ストックとしては、今、多分４０万ｈａ位になっていると思いますが、

何年かして原野や森林になっていく。そういう質の土地をこのように同じ形で並べてしま

うと、問題の本質が見えにくくなるという気がしています。 

【委員長】  どうしましょうか。今のお話は、どちらかというと、実は後でご紹介いた

だきます国土形成計画のほうでさまざまな考え方、あるいは施策につながるような方針が

打ち出されておりまして、おそらくそちらを読んでいただいたほうが、私は適切にご判断

いただけるのかなと思っております。国土利用計画の中だけでそれをすべて読み取るとい

うことは、なかなか私は難しいのではないかなと思っているところです。 

 ですから、今回の国土形成計画と国土利用計画は一体的につくるというのが基本的な目

標ですから、一体的に読んでいただいて、農業、農村のあり方を含めた国土形成計画の記

述とこの数字との関係を全体で見ていただくのが一番いいかなというのが、私の個人的な

感想ですけど、事務局から何かありましたらお願いします。 

【事務局】  国土形成計画につきましては、先ほど申しましたように、後半でご紹介し

たいと思います。 

 委員のお話につきまして、私の理解を申し上げますと、ＤＩＤ地区面積、あるいはそこ

に住んでいる居住者のマスとしての量、それから農地、その農地の近さみたいなところと

いうのは、いわば国土利用をとらまえるときのセンサーのスケールと非常に大きく関係し

てくるのかなと考えております。何でもかんでも指標で片づけるのも難しいのですけれど

も、国土利用をどうとらまえていくか、それは全国的な視点でとらまえるセンサー、それ

からもっと市町村的な視点でとらまえるセンサーのあり方、いろいろあると思います。そ

こは、まさに指標の議論ですとか都道府県計画、市町村計画の策定の促進という作業の中

で、今後とも勉強していかなければいけない課題かなと考えております。 

 耕作放棄地の表象につきましても、委員がおっしゃるとおりでございまして、フローと

もストックともつかない概念が耕作放棄地なものですから、それもありまして、私どもい

ろいろ議論して検討もしてみたのですが、耕作放棄地という地目の設定というのは非常に

難しいということでございます。これもいろいろな国土利用のとらまえ方ができるし、ど
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のようにすべきなのかということを引き続き一生懸命勉強していかなければいけないと思

っております。 

【委員長】  よろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

【委員】  私は、あんまり中身について今からどうこう言うつもりないのですけれども、

この国土利用計画と、それから国土形成計画が、このような形で並列されて策定されるよ

うになったという経緯は、おそらくこれを策定して運用していくとだれにもわからなくな

ってくるので、なぜこの二つが存在しているのかということを、過去の経緯ではなくて、

それぞれの役割分担という形で明確に示していくことがどうしても必要ではないかと思う

のですね。 

 そうなったときに、今まで出ているように、国土利用計画の中で、本来はビジョン的な

ものを書くのではなくて、それは国土形成計画の中のビジョンとして書くのだと。そして

一方で、そのビジョンを実現するということの中で、さまざまな部門計画との関連性で長

期的な傾向をそれらの施策も考え合わせながらフィジカルに見ていくと、このような国土

の利用の展開の仕方というのがあり得るのだというふうな、そういう即地的な情報として、

計画として示していくというのが国土利用計画だというふうな、そういう整理されたもの

が、もうそろそろあってしかるべきだと思うのですけれども、結局これを見ると、国土利

用計画の報告の要点というのが１枚紙であると。それで、国土形成計画に関する計画部会

報告の目次構成というのがこれ１枚紙であると。すると、この二つの間はどう関係してい

るのだというところが、これはやはり、それはそっちですと今簡単におっしゃったけども、

それはやはりみんな見えないですよね。ですから、その関係をやはりきちんとするという、

もう一つ、この二つを束ねるやはり全体像を示すものというのが必要なのではないかと思

うのですね。 

 そういう中で、例えば国土形成計画は東アジアとの連携をうたっていると。だけど国土

利用計画は、どっちかというと国内の土地利用配分のような議論にかなり集中していると

いうふうなことも、なぜそうなのかということを仮に素朴に疑問に思ったときに、そうい

うふうなことが関係としてわかるという形にやっぱりしたほうが、私はいいのではないか

と思うのですけどね。 

【委員長】  それは重要なご指摘ですね。せっかく両計画を一体的につくるということ

で、現段階ではそれぞれつくってしまうという状況にありますから、できた段階で、それ
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を全体としてどのように説明していくかということですね。 

【委員】  だから法律をつくったときの経緯とかそういうことと関係なく、説明するし

かないわけだから、そこはやはりきちんと理屈で体系づけないと、経緯で並んでいますよ

というのでは社会に対しての説明にならないと思うのですね。 

 せっかく話を始めましたので、もう一つ申し上げますと、これは私、何度も申している

のですが、これからのテーマは、市町村国土利用計画というのが、これが役に立つものに

なるのかならないのかですね。これがほんとうにうまくいくかどうかの鍵だと思うのです

よ。そうでなければ、また元の木阿弥なので。 

 私は、やはり新しい状況認識をとらえて、例えば市町村合併みたいなので、今、全国の

市町村の数が減っていますよね。その一方で、それぞれわりと均質な、市街地を中心とし

た市と、それから農山漁村を中心とした町村みたいなのがあって、それでそれぞれが、ど

ちらかというと国交省寄りの政策をやったり、経産省寄りの政策をやったり、農水省寄り

の政策をやったりと、こういう形で分かれているし、法律も都市計画法、農振法というふ

うな、そういう形のものが個別に議論されてきたわけですけれども、そういう中で、例え

ば中心となる市街地と、それからその周辺に広大な農山漁村を抱えて、そしてそれらはポ

ジティブに見れば一種の環境資源という見方もできるし、しかしネガティブに見れば、限

界集落の問題だとか、荒廃の問題とか、人口減少の問題を抱えているという中で、それら

をどうやってうまくつなぎ合わせることによって、新しい地域の方向性をそこで見出して

いくかというようなことで、今、統合自治体の首長さんだって悩んでおられるわけだから、

そういうときに、ぜひこの国土利用計画をお役に立ててくださいというふうな、むしろ積

極的なＰＲの仕方をしないと、これから考えますという程度の消極的な対応では、多分、

市町村計画はやはり皆さんにあまり使ってもらえるようなものにならないと思いますね。

そういうところは、少し考えていただきたいと思います。 

【委員長】  それについては、先ほどご紹介いただいたように考えていますので、もう

一度お願いいたします。 

【事務局】  これから考えていかなければいけないのはもちろんなのですけれども、こ

れまでいろいろ事例を把握している中で、状況によっては、国土利用計画（市町村計画）

を活用して全体像を書き、かつその実効性を担保するために条例を制定して、そのほか都

市計画制度等々も絡めながら、いろいろ運用しておられるところもありますので、そうい

うところをよく勉強しながら、ぜひ積極的にＰＲしてまいりたいと考えております。 
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 それから、最初の点の両計画との関係につきまして、委員長からもおっしゃっていただ

きましたように、どういうふうな関係にあるかというのをわかりやすく説明できるような

説明ぶりを工夫してまいりたいと思っております。 

【委員長】  よろしいですか。特に委員が後半おっしゃったことは前回のご議論でもあ

りましたので、それをどうするかということをよろしくお願いいたします。 

【委員】  私もさきほどの話を聞いて、ただ勉強するとかというので、もう少し積極的

に、役に立つという特徴を明確にしていったほうがいいということです。 

【委員長】  それは事務局で集めた事例がかなりあるので、積極的に地方公共団体に情

報として流すということを先ほどおっしゃっていただいたので、その方向でぜひやってい

ただきたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【委員】  遅れて失礼いたしました。 

 本文にもまとめにも、「災害に配慮した国土利用への誘導等」というのが繰り返し出てま

いります。私、非常にこれはいいと思うのですが、質問なのですけれども、この誘導とい

うのは、どのぐらいの長期の時間スケールを視野に入れた言葉で使われているのかという

ことですね。この計画の１０年間なのか、いや、その１０年ではなかなか国土利用への誘

導というのは実現しないとしたら、その後も引き継がれていくことを想定して施策を打ち

出していく、あるいは長期的な土地利用計画をつくるとか、そういう意味も含んでいるの

かどうかという点について教えてください。 

【事務局】  ありがとうございます。すべからく、この国土利用計画の目標年次はおお

むね１０年後でありますけども、その間で、国土利用に関してやるべきこと、措置の概要

ということで記述しております。 

 ただその中で、その１０年間で望ましい国土利用の姿に持っていくということでは必ず

しもなくて、より長いスパンでの将来を見据えながら、当面１０年やるべきことを記述し

ているという考え方でございます。特に、災害を考慮した土地利用をだんだん再編成して

いくというふうな問題になりますと、例えば世代交代とかそういうことも絡めながら考え

ていかなければいけないし、それから個人の財産権の問題、これは国土計画と違う観点で

非常に時間の要する大きな議論でございますので、長いスパンでやっていかなければいけ

ない。しかし、できることを、あしたからやるべきこともあるということで考えておりま

す。 
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【委員】  そういう趣旨が一番細かいレベルの文書にでも残っているといいかなと少し

思いましたものですから、今となってはもうあれかもしれませんが、議事録に残ればいい

です。はい、ありがとうございます。 

【事務局】  いろいろ説明する段階で、気をつけてまいりたいと思います。 

【委員長】  ほかに何かございますか。どうぞ。 

【委員】  全体について異論はございませんけれども、一つ、文言というか用語の使い

方でちょっとご質問したいのですけれども、参考資料１－２の１ページの一番最後ですね、

「このような地域の主体的な取組を促進」と書いてありますね。それから、資料１のほう

の４ページの（ウ）の最後に、「また、このような地域の主体的な取組を促進していくこと

が重要である」と書いてありますけど、この地域の主体性というのはどう考えればいいの

ですか。大体イメージはわくのですけれども、例えば５ページにあるこの「国土の国民的

経営」というのは、用語として、あるいは言葉としてわかるのですけども、地方に主体性

があるとかないとかというのは、こういうことというのはどうなのでしょうか。 

 だから、もっと言えば、国土利用なり、あるいは地域の利用に対して、地域住民が主体

的に参画していく、あるいは積極的に参画していくという、そういう意味合いが込められ

ているはずだと私は思うのですけれども、そうなった場合に、この地域の主体性というか、

地域の主体的な取り組みと言うよりも、むしろ地域の住民なり、そういったもう少し具体

的な文言を盛り込んだほうが、一般の方々が読んでいる場合にはわかりやすいような感じ

がするのですけども、いかがでしょうか。 

【事務局】  ここの、私どもが書き手としてこめている意味は、地域の住民というより

も、むしろある例えば市町村なら市町村の土地マネジメント部局が中心となった政策部局

を考えております。すなわち、それこそ土地利用関係手法が地方分権化されるということ、

あるいは地域の人たちの方が自分たちの土地に対していろいろと関心・愛着を持ってもの

を申すし、自分たちもいろいろ関与していくというふうな状況が見られる中で、それこそ

地域の実状に即して、地域Ａではある手法が通用するけれども、同じ市内のある地域では

通用しないとかいうふうな状況も出てきているようなことを考えますと、全国一律な方式

ではなくて、まさに地域で、その意味ではいろいろな地域の人たちとも相談しながら、そ

の地域のそれぞれの独自の回答を見つけていっていただきたいという趣旨でございます。 

【委員】  お話しになっていることはよく理解できるのですけども、文言というか、用

語の使い方として、この「地域の主体的」云々かんぬんというのは、どうなのでしょうか
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ね、私はちょっとこれ、というのも、我々の分野でも、かつてオイルショックがありまし

て、あの後、地域林業政策というのが林野庁から出されたのですけども、あの場合も、地

域の主体性であるとか、地域の主体的な取り組みであるとか、そういった言葉がかなり出

てきたんですけども、我々、果たして、では、その地域的な取り組みとか地域の主体性と

いうのが具体的に何をどう言っているのかという、そのあたりがなかなか見えてこないね

という、そういうのがあったものですから、その言葉遣いです。中身のご説明については、

よく私はわかるつもりですけども。ですから、訂正してくれとかそういうことではなくて、

少し気にかかったということです。 

【事務局】  ありがとうございます。このあたりは、わかりやすく具体的に説明してい

かなければいけない部分だと思いますので、今後、いろいろ説明していく段階で工夫して

まいりたいと思います。 

【委員長】  ご意見としてうけたまわるということで、よろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【委員】  本文ではなく、参考資料１－４の４ページの下のほうに、「企業の活動状況の

調査」、それから「社会的評価手法の開発」とありますが、企業と一口に言っても、大企業

から中小企業まであって千差万別だと思います。評価の手法はいろいろあると思いますが、

規模によっては、やりたくてもそういう良いことがなかなかできない、中小企業としては

地道にこういうことしかできないということもあると思います。評価手法の開発は大事だ

と思いますが、小規模な企業でも取り組めるというような実例を、広く公表して頂くこと

をお願いしたいと思います。 

【事務局】  わかりました。 

【委員長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょう。よろしいでしょうか。 

もう一つ議題がありまして、もしこの資料１を中心として、我々これまで議論してきた

中身を、国土利用計画（全国計画）としてまとめさせていただいたこのことについては、

審議を締めくくりたいと思います。よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員長】  当委員会から計画部会へ、本日いただいた資料１の内容に即してご報告す

るということにさせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 
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【委員長】  ありがとうございます。それでは、そのように取り計らいたいと思います。 

 事務局においては、本日、いろいろご意見いただきました。このご意見については、特

に、前回の委員会でもそうだったのですが、今後、新たな局面を迎える土地利用の面で、

今回立てた国土利用計画（全国計画）の次のステップに乗せるための作業が必要であると

いうご意見をかなりいただいてございますので、次の段階にステップアップするための作

業を、ぜひ本日の委員の意見をベースに、特に議事録にしっかりまとめていただいて対応

していただくようにお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは次に、今後のスケジュールについて、事務局より簡単にご説明をお願いいたし

ます。 

【事務局】  ありがとうございます。次回の計画部会が１１月２７日に予定されており

まして、ここで当専門委員会の調査・審議の結果をご報告いただきたいと思います。 

【委員長】  それでは、ただいまおまとめいただきました国土利用計画（全国計画）に

関する報告を、当専門委員会からの報告として、私から計画部会に報告させていただきま

す。ありがとうございます。 

 それでは続きまして、事務局より国土形成計画（全国計画）の検討状況について報告を

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  それでは、参考資料２－１をおとりください。それから、参考資料２－２、

２－３、２－４をおとりくださいませ。参考資料２－１関係は、先日の計画部会で報告さ

れた資料でございまして、これを用いまして、現在のおおむねの姿が見えてまいりました

国土形成計画をご報告させていただきたいと思います。当委員会でいろいろご熱心に審議

いただきました内容につきましても、大変多くのものが反映されていると思っておりまし

て、そういうふうな趣旨で委員の皆様方にご報告させていただきたいと思います。 

 資料２－１が本文でございますが、ごらんのように大変大部なものでございますので、

まずは参考資料２－２で概略を見ていただいた上で本文に戻りまして、特に関係するとこ

ろについて、個別にご紹介してまいりたいと思います。 

 ちなみに、参考資料２－３のＡ３の資料は、私どもがよくつくる形式ですけども、全体

の構造を示しているものでございますので、参考にしてくださいませ。それから参考資料

２－４というのは、大部な資料をいわばミニチュア版ということで作成したものでござい

まして、そういうふうなことでご活用いただければと思います。参考資料２－２は、ある

程度それをデフォルメして、要点を拡大してご紹介しているものでございます。まずはこ
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の参考資料２－２で概略をお示ししたいと思います。 

 まず第１ページでありますけれども、検討に当たりまして、特に留意した事項、これを

まずご紹介したほうがよろしいかと思います。第１が、人口減少が国の衰退につながらな

い国土づくり。特に人口減少化における初めての国土計画であるということ。それから、

東アジアの中での各地域の独自性の発揮。空間的な視野を東アジアまで広げる。それから、

地域づくりに向けた地域力の結集。これが多様な民間主体を担い手として位置づけるとい

うこと。それから「新たな公」でございます。それから四つ目が、多様で自立的な広域ブ

ロックから成る国土。これが広域ブロックを単位とする自立的圏域の形成ということと、

私ども人々の圏域意識の拡大を目指していくということでございます。 

 右側に、「はじめに」から目次がございますけれども、３部構成でございます。第１部が

計画の基本的考え方、これがいわば骨になるものでございまして、第２部がそれを今度は

分野別に記述しているもの、第３部が今度は広域地方計画－これも後ほど簡単にご紹介し

ますけども－に対して送るメッセージであります。 

 開いていただきまして、２ページで、まずは状況認識としまして、時代の潮流と国土政

策上の課題であります。経済社会情勢の大転換、それから国民の価値観の変化・多様化、

それから国土をめぐる状況ということであります。特に国民の価値観の変化・多様化につ

きましては、安全・安心、環境や美しさ、あるいはライフスタイル等々につきまして、当

委員会でも熱心な議論をしていただいたことがございます。それから、国土をめぐる状況

といたしましても、ここでは文字になかなか出てきておりませんけども、それこそ国土の

管理の状況ですとかいうことを議論していただきましたけども、そのようなことも含めて、

ここに記述してございます。 

 それから、３ページにまいりますと新しい国土像でありまして、これはいわば本計画の

顔になるわけであります。２本柱でありまして、この紫色の左上にありますように、「多様

な広域ブロックが自立的に発展する国土」、それから「美しく、暮らしやすい国土」、２本

柱であります。ここに広域ブロックの図がかいてありますけども、このような広域ブロッ

クがいかに自立的に発展していくかということを主眼に置いた新しい国土像をここで描い

ております。 

 薄黄色の四角で、広域ブロックそれぞれが交流・連携して、相乗効果によって活力ある

国土を形成していく一方で、美しく信頼され質の高い「日本ブランドの国土」を再構築し

ていくということ。ブロックの外側に向かって交流・連携を促進していく、それから内側
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でも交流・連携を促進していき、相互依存、それから補完関係を強めていくという方向性

を出しております。このような国土を目指すことで、２本柱の国土像を目指していくとい

うことと、右下の点線の箱ですけども、そういうふうなツール、あるいはそのための装置

として広域地方計画というのをこれからつくって運用していくということが、今回の新し

い特徴でございます。 

 ４ページにまいりますと、そのような新しい国土像を実現するための五つの戦略的目標

というものをここで掲げております。上の橙色のグループは、いわばダイナミックなイメ

ージがありまして、シームレスアジアの形成ということで、広域ブロックが東アジアの各

地域と直接交流・連携し、アジアの成長のダイナミズムを取り込んでいくという方向性を

実現していくための戦略であります。 

 それから、その隣の持続可能な地域の形成ということで、産業論、あるいは地域整備論

などがここで記述されております。その中で、特に美しく暮らしやすい農山漁村の形成、

中山間地域の役割の再認識というあたりにつきましては、当委員会の議論と大変近い部分

がございます。 

 それから緑のグループですけれども、災害に強いしなやかな国土の形成、ここでは、委

員からもお話がありましたように、当委員会でもここで災害に強い国土利用への誘導とい

うふうなことなども含め議論がなされたところでございます。 

 それから、美しい国土の管理と継承ですが、ここはいわば当委員会からのインプットが

ほとんど大層を占める部分でございまして、ごらんのような事項を記述してございます。 

 それから、この四つの戦略目標をいわば共通に担ぐ目標といたしまして、今回、目玉と

して打ち出しております「新たな公」を基軸とする地域づくりということで、多様な主体

の参画、地域の課題の解決やきめ細かなサービスの供給につなげるというふうなことを掲

げてございます。 

 ５ページにまいりますと、今度は第２部でございます。４ページ以前が全体の方向性で

ありますけれども、今度は分野別施策の基本的方向ということで、順番に記述してござい

ます。第１章は地域整備論でありまして、ここに美しく暮らしやすい農山漁村、あるいは

農山漁村と都市の共生・対流といったところが記述してあります。それから第２章が産業

論でありまして、農林水産業の展開ということも当委員会で熱心に議論していただきまし

た。それから３章、４章がありまして、次のページ、５章にまいりまして、６ページです

が、防災の関係、それから６章国土資源及び海域の利用と保全、ここがまたこのような切
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り口で、当委員会からのインプットが大層を占めるパートになってございます。それから

第７章が環境保全及び景観形成ということで、ここもいわば当委員会が担いでいる章にな

ってございます。そういうものを共通的に貫く章としまして、「新たな公」による地域づく

りということで、団塊の世代への期待と長期継続のための若年層の参加ですとか、あるい

は地縁型コミュニティの再生・活性化とか、このようなことを記述して、これからの国土

管理の一つの大事な主体として打ち出しているところでございます。これは先ほど委員長

からのお話もありまして、大変、関連の深いところかと思います。 

 それから、７ページにまいりますと、３部でありまして、６ページ以前で計画内容をご

紹介したわけでありますけども、これはいわば国全体の、国土全体のありようの方向性を

示しているものでありまして、必ずしも個別・具体的な施策を記述しているものではござ

いません。それは、今回は実はこのような広域地方計画という場を活用しまして、各ブロ

ックで議論してつくり出していただくというところが今回のメカニズムの大変重要なとこ

ろであり、かつ新しいところであります。 

 一つが、このような六角形の広域地方計画協議会、これは法律に基づきまして、全国計

画が作成された後、立ち上がりまして、広域地方計画を策定して、さらにその推進母体と

なっていくというものでございます。構成員としましては、都府県・政令市、それから地

元経済界、それから区域内市町村、それから学識経験者等々、地域住民の意見というもの

が構成要員となりまして、国の地方行政機関も当然参加しまして、国土交通省がこういう

ふうな協議会のいわば事務局としていろいろ作業するという仕組みになってございます。 

 右側の点線の茶色の中で広域地方計画の意義と役割を簡単にご紹介しておりますけれど

も、地域の実情に即した将来像を定める、それから具体的な施策を記述する、それから協

議会の議を経て国土交通大臣が決定するという方式、それから国の支分部局、地方公共団

体等々が協働しながらビジョンづくりに取り組むということで、長期的な方針・目標を共

有化していくというふうな役割が期待されております。 

 それで、最後にめくっていただきまして、８ページですけども、「おわりに」ということ

で、このような国土形成計画の実現に向けて大変重要なことが、一つは圏域意識の改変で

あります。東アジアの中で物を考えてまいりましょうということ、それから国際競争力の

ユニットを、都道府県ではなくて広域ブロック単位に拡大していこうではないかというこ

と、それから一つは人口減少化の中での都市的サービスの向上を市町村だけで担うのでは

なく、むしろ広域の生活圏で高めていこうではないかという方向性でございます。 
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 それから、一つ格差の懸念が出てきておりますけれども、各地域に対する十分な目配り、

それから未来を切り開く地域戦略を共有していくことが必要であるということと、そのと

きに、国内のパイのとり合いではなくて、アジアの繁栄を各地域にいかに取り入れていく

かということ、これが大事であると。それから高齢化社会に対応する地域社会を実現して

いく、さらに新たな地域づくりと地球環境に対応した社会の追究を果たしていくというこ

と、それから、広域地方計画が、そういうふうな具体化に向けた地域づくりの検討の舞台

であるということで、地域力をぜひ結集して、その実践に当たっていこうではないかと言

うことでございます。 

 スローガンとして、「アジアの未来へ！ 地域は個性を！」というふうなことで締めくく

ってございます。 

 これが、国土形成計画の百三十数ページのドキュメントのいわばメッセージの根幹でご

ざいます。これを申し上げた上で、分厚いほうにちょっと移っていただきまして、当委員

会の議論と関係の深いページをかいつまんでご紹介してまいりたいと思います。到底、詳

細にご紹介する時間がございませんので、ぜひお時間のあるときにまたお読みいただけれ

ばと思います。 

 机の上に、資料番号をつけずに、「持続可能な国土管理専門委員会中間報告（概要）」と

いう紙を置いておりまして、お手元にありますでしょうか。随分前にこのような資料をつ

くりまして、委員の皆様にも見ていただいたものでございまして、いわばこういう議論を

しましたねというふうなことを思い出すためのよすがとして、少し抜粋しておつけした次

第でございます。これについて、もちろん今ご説明するものではございませんけども、少

し思い出すためのよすがとして見ていただければと思います。 

 分厚いほうに戻りまして、例えば４ページをお開きいただきますと、下のほうに、国民

の価値観の変化・多様化、このあたりがございます。それから５ページにまいりますと、

ライフスタイルの多様化、「公」の役割を果たす主体の成長、５ページの末尾に、ＮＰＯ、

企業など多様な主体が担う、あるいは個人、企業等の社会への問題意識、それから地域の

活性化や国土の管理など、国土づくりを担う新しい主体の育成につなげるべきであるとい

うことで、委員のお話ともつながってくるのかなということでございます。 

 ７ページにまいりますと、人口減少等を踏まえた人と国土のあり方の再構築の必要性と

いうことで、国土管理水準の低下ですとかいうふうな議論を熱心に議論していただきまし

て、そのようなことも踏まえて、このような章が成り立っております。真ん中ぐらいに、
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「自然との調和や防災等の観点からも、現時点で改めて見ると改善の必要が生じているも

のもある」と、わりとマイルドな書き方で、もう少し激しい議論をしていただいたような

気がしますけれども、このようなところに盛り込まれております。それから、国土のひず

みの解消や質の向上というふうな方向性を記述してございます。 

 先に進んでいただきまして、冒頭の、頭の部分の基本的な方向性の部分でございます、

１７ページを見ていただきますと、持続可能で暮らしやすい都市圏の形成という箱があり

まして、一番下に、集約型都市構造への転換による国土の効率的利用ということで、当委

員会の議論と共通するものがございます。 

 それから、しばらく都市論、都市圏論がございまして、２０ページを見ていただきます

と、今度は農山漁村、それから農林水産業論であります。農山漁村のありようについてこ

こで記述しておりまして、下から５、６行目に、「過疎化、高齢化の進展や地域産業の低迷

等により農山漁村の活力は全般的に低下している」ですとか、その一方で、「意欲的な企業

や若者の農林水産業への新規参入の促進」など、このようなことを記述してございます。 

 ２１ページにまいりますと、上から５行目ぐらいで、農林水産業においては、世界的な

人口増加云々というふうな問題意識ですとか、「世界の食料や木材需給に関する不確定要

件が顕在化している状況」の中で、「我が国の食料供給を高めるとともに、森林の適正な整

備を通じて」云々ということで、農業のありよう、それから林業のありよう、それから水

産業のありようをここで記述してございます。このあたりも、当委員会の議論と非常に近

い内容を盛り込んだところであろうかと思います。 

 ２３ページにまいりますと、今度は災害に強いしなやかな国土ということで、地球温暖

化により海水面上昇や豪雨等が増加する可能性とか、あるいは一方で地縁型のコミュニテ

ィの弱体化というふうな問題意識を記述した上で、（１）の減災の観点も重視した災害対策

の推進ということで、ハード、ソフト一体となった災害対策の取り組みですとか、ハザー

ドマップの整備・普及ですとか、それから２４ページにまいりまして、災害に強い国土構

造への再構築ということで、土地利用の整序・集約化、あるいは国土構造の再構築という

ことがございます。 

 それから、第４節で美しい国土の管理と継承、これは当委員会のいわば独擅場でござい

まして、議論の大層がここで盛り込まれているのかなと考えております。 

 ２５ページにまいりまして、循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成で、括弧

書きで人間活動と自然のプロセスが調和した物質循環の構築、国土資源の適切な管理、一
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番末尾に森林や農用地の適切な管理を促進し云々というふうなことでございます。 

 ２６ページにまいりまして、生態系、それから流域論、それから海域の適切な利用と保

全、２７ページにまいりまして、国土の国民的経営、それからランドスケープなどがござ

います。 

 ２８ページにまいりますと、国土の国民的経営の取り組みの展開ということで、国民一

人一人が美しい国土の管理と継承の一翼を担うと、それから「新たな公」を基軸とする地

域づくりということで、必ずしもこのようなワーディングは、私ども委員会では議論はし

ていただきませんでしたけれども、発想といいますか考え方は非常に共通するものがここ

で述べられておりまして、２８ページの下のほうで、「多様な主体が協働し、従来の公の領

域に加え」云々と、それで「公共的価値を含む私の領域や、公と私の中間的な領域に」云々

ということで、「新たな公」の考え方が記述されてございます。 

 以上が１部の議論でございます。 

 それから、しばらくまいりまして、今度は第２部になります。３６ページからが第２部

でありまして、「分野別施策の基本的方向」ということで、まずは地域整備論でございます。

地域整備論がまず住宅や都市から始まりまして、３８ページを見ていただきますと、良好

な景観の形成と水・緑豊かな環境の整備というコーナーがございます。 

 それからちょっと飛びまして、４１ページを見ていただきますと、集約型都市構造への

転換に向けた取り組みの促進ということで、この括弧書きの上から４行目ぐらいに、「土地

利用の整序・集約を図りながら都市機能の効率を高めるため、郊外における都市開発を抑

制し」、「低未利用地の有効利用を図る」と。あるいは、「市街地の無秩序な縮退への対応と

自然・田園環境再生について検討していく」云々というふうな記述がございます。 

 それから、４３ページにまいりますと、環境問題・都市型災害に対する取り組みの推進、

それから美しく暮らしやすい農山漁村の形成でございます。 

 先に進んでいただきまして、ここもかなり当委員会からのインプットで構成されており

ます。４４ページが快適で安全な暮らしと美しい農山漁村の実現、４５ページには中山間

地域の役割についても記述してございます。 

 農山漁村論がしばらくありまして、５０ページあたりに条件不利地域の記述がございま

す。 

 大分先に進んでいただきまして、５６ページを見ていただきますと、農林水産業の展開

ということで、ここも私どもの意見、議論が大変繁栄されているところでございます。食
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料の安定供給、それから５７ページに望ましい農業構造の確立と農業の競争力強化。農業

論ということは当委員会ではそれほど正面から議論はなされませんでしたが、農用地の管

理の主体という観点から、農業、林業についてかなり突っ込んで、委員にもお世話になっ

て、現地調査にもまいった次第でございます。 

 それから５８ページ、それから５９ページには、林業・木材産業の再生による云々とい

うことで、林業・木材産業の一体的再生、このあたりも大変突っ込んだ議論がなされた経

緯がございます。 

 ６０ページにまいりまして、やはり木材利用の推進ということ、それから先に進んでい

ただきまして、もちろん文化の話も議論はなされておりますけども、さらに先に進んでい

ただきまして、８６ページをお開きいただきますと、防災であります。柱書きの末尾のほ

うには、「被害を最小限にする減災の考え方を重視」ということ、減災の考え方についても、

当委員会で議論がなされました。 

 それから、少し先に進んでいただきまして、８９ページを見ていただきますと、災害に

強い国土空間の形成ということで、「人口の減少によって更に増加が見込まれる余裕空間

を有効活用する」というふうな考え方を示しておりますのと、「災害に強い地域づくりのビ

ジョンの作成等を通じて国土の空間・機能の配置を見直していく」というふうな議論もな

されました。 

 災害リスクを減少させる国土利用ということで、９０ページにまいりまして、例えば上

から５行目で「災害の危険性のある区域の人口や資産を安全な地域へ誘導させる」とか、

あるいは「海水面上昇によるリスク増大要因も考慮しながら」「国土利用を誘導する」とい

うふうな記述がございます。 

 それから、９１ページには、風水害・豪雪・高潮対策の中で、気候変動に伴う災害激甚

化の懸念等新たな課題への対応ということで、温室効果ガスの対策ですとか、それから当

委員会でも議論いたしました適応策、アダプティブ・マネジメントについてもここで盛り

込まれてございます。 

 しばらく飛びまして、９４ページをお開きいただきますと、国土資源及び海域の利用と

保全に関する基本的な施策ということで、これもいわば当委員会の独壇場であります。問

題意識といたしまして、我が国では、いろいろ国土を使いながら保全してきたと。しかし

ながら、記録的な豪雨による浸水被害の多発化、それから担い手の高齢化などによる耕作

放棄地の増加、森林所有者の意欲の低下などによる森林の手入れ不足など、国土資源の利
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用と保全をめぐる状況の悪化が見られると。柱書きの頭のところですけども、こういうこ

となので、国土資源をしっかり管理していく必要があるし、その一貫として、国土の国民

的経営というものを打ち出していく必要があるというふうな問題意識をこの９４ページの

柱書きで述べております。 

 その上で、流域圏の問題、それから９５ページに水循環の問題、それから９６ページに

まいりますと、水資源の効率的利用と良好な水質の確保、それからここには閉鎖性水域の

問題なども記述してございます。 

 それから９６ページの末尾には、多様な主体による流域連携の推進、それから９７ペー

ジにまいりますと、総合的な土砂管理の取り組み、これも当委員会で熱心な議論をしてい

ただきました。それから、９８、９９ページと水関係が続いております。 

１００ページをお開きいただきますと、再び森林でありまして、次世代に引き継ぐ美し

い森林というのが１００ページにございます。多様で健全な森林の整備と国土の保全、そ

れから１０１ページに、その森林の林業の方向性ということで、低コストで効率の高い取

り組みを行っていく、あるいは国民との協働による森林づくりという記述がございます。 

 １０２ページにまいりますと、今度は農用地の利用の増進ということで、一つは優良農

地の確保をするために、所有から利用への考え方に立ちまして、担い手の農地の面的集積

を促進するという方向性、一方で、例えば優良農地の確保に加えまして、（１）の下から五、

六行目ぐらいですが、優良農地の確保に加えて、付加価値型・集約型農業云々、それから

粗放的な管理の議論も委員会でなされました。一方で、優良農地を確保する、それからそ

の周辺に粗放的管理、市民農園なども含めいろいろな方式で農地を保全していくんだとい

う考え方がここで記述されてございます。 

 それから（２）で、農用地の保全向上ということで、１０２ページの一番末尾ぐらいか

ら、「水田はため池や農業用用排水路と併せて水のネットワークを形成し」云々というふう

なことで、このような議論もなされたことでございます。 

 １０３ページから１０４ページにかけては、海域の利用と保全ということで、海域の記

述を盛り込んでおります。１０５ページにまいりますと、国土の国民的経営に向けた施策

展開ということで、このページの上から２つ目のパラの末尾を見ていただきますと、「所有

者による管理を包含した新たな管理の仕組みを構築していく」ということで、このような

ことも受けまして、先ほどご紹介しました国民的経営のあの雲の部分をいかに刺激するか

というふうなところを考えてまいりたいということであります。 
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 多様な活動者への支援、それから１０６ページにまいりまして、参加手法の多様化のそ

の上には、参加者の知識や技術レベルに応じた多段階の育成システムとかコーディネータ

ーの確保というふうなことを記述してございます。このような議論も熱心にしていただい

た経緯がございます。それから所有者の適切な管理に向けた条件整備。 

 それから１０７ページにまいりまして、環境保全及び景観形成に関する基本的な施策、

ここも当委員会のいわば独壇場であります。第１節人間活動と自然のプロセスとが調和し

た物質循環の構築という記述がございます。それで地球温暖化防止の推進ということ。そ

れから１０８ページにまいりまして、この節を立てて、物質循環の確保と循環型社会の形

成、１０９ページにまいりまして、循環資源等の適切な、いわば３Ｒについての議論が盛

り込まれてございます。 

 それから、１１１ページを見ていただきますと、健全な生態系の維持・形成ということ

で、エコロジカル・ネットワークの形成を通じた自然の保全・再生という記述がございま

す。これも熱心な議論をいただいたところでございます。１１１ページの末尾には、外来

生物の侵入防止ですとか、野生鳥獣による被害など人と鳥獣のあつれき防止の観点から

云々というふうな記述も盛り込んでおります。 

 １１３ページにまいりますと、これも熱心な議論をいただきました、健全でうるおいの

あるランドスケープの形成ということで、ランドスケープのコンセプトをここで明確に盛

り込むことができました。 

 それから１１５ページは、先ほどもちょっと触れました「新たな公」による地域づくり

の実現に向けた基本的な施策ということで、当委員会からの直接のインプットではありま

せんけども、非常に共通する部分が多い章がここにございます。 

 これで大体２部が終わりまして、１２１ページ、第３部でありますけども、「広域地方計

画の策定・推進」、これは広域地方計画かくあるべしというふうなことを、国の全国計画の

立場から述べている章でありますけども、末尾のほうの１３０ページ、あるいは１３１ペ

ージには、これは全国共通の課題に対するブロック独自の対応策の一つの要素としてエコ

ロジカル・ネットワークを形成、あるいは④の少し上に、「地球温暖化対策、循環型社会の

構築などについても広域的な連携の下に取り組んでいく」というふうなことで記述が盛り

込まれてございます。 

 大変、冗長ですみませんが、以上でございます。 

【委員長】  ありがとうございます。 
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 時間がかなり限られてきましたが、ただいまご紹介いただきましたように、我々専門委

員会の検討内容がかなり今回の国土形成計画の中身に盛り込まれまして、従来の国土計画

との違いを明確に、むしろ我々の専門委員会の内容を組み込むことによって実現できたと

考えているところでございます。皆様のご協力、ほんとうに感謝したいと思います。 

 報告でございますけど、何か質問があればと思いますが、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【委員】  報告なので、質問という委員長のお話でしたけど、ちょっと意見が一つだけ、

簡単なこと、細かいことでありまして、本文はとてもよく書いていただいていると私は思

いまして、特に地球温暖化の関係で、先ほどご説明ありましたように、適応策というのが

かなりのところに書かれています。それを本日の資料２－４に概要ということでまとめて

いただいているのですけども、それを見るとおそらく、私が今、気がついた範囲でいうと、

高潮のところだけ適応策というところが概要に取り入れられていると思います。それで本

文のほうを見ると、いろいろなところに入っているのですけども、実は適応策というのは

高潮だけではないので、概要に取り入れるときも、それ以外にも議論をしました、考えて

いますということを言ったほうがいいのではないかなという気がいたします。それはＩＰ

ＣＣでも適応策というのがかなり大々的に取り入れられているし、来年度の洞爺湖サミッ

トに向けて、行政でもいろいろな検討を具体的にしていると思います。それは、必ずしも

高潮でないということがあると思います。 

 そういう意味で、資料２－４の概要の中の６ページなのですが、第４節の（１）という

ところに循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成というところがあって、本文の

ほうを見ると、そこの前書きのようなところに適応策的なところが書いてありますので、

もしできたら、そこのところを、今、温暖化防止の推進だけに限って書いてあるんですが、

適応策的な言葉も一つ入れたほうが、ここのところを議論しましたということが出てくる

のではないかなと思います。 

 例えばの例でいいますと、高潮以外に、実はなかなか適応策といって難しいのが、海面

上昇に対する干潟とか砂浜の減少でありまして、そういう部分が、高潮だけ書いておくと

出ていないということも含めて、ここに概要にも一言ぐらい入れたらどうかなと。 

 ちょっと長くなりました、すみません、そういうふうに思いました。 

【委員長】  事務局への意見ということですが、深澤さんではなくて、これは担当違う

のですよね。 
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【事務局】  いや、どのようなことができるのか、ちょっと今すぐに申し上げられませ

んけども。 

【委員長】  情報としてお伝えしていただきたいと。 

【事務局】  はい、お話として、ありがたく承りたいと思います。ありがとうございま

す。 

【委員長】  ほかに。 

【委員】  温暖化防止というのも、今は緩和策という言い方をして、おっしゃった緩和

策と適応策という二つの対策が必要だというのは、もう国際的にも一般的な理解だと思い

ますので、単に温暖化防止という一般的な言い方よりは、そういう用語を使うほうが適切

ではないかと思います。 

【委員長】  ほかに。どうぞ。 

【委員】  また言葉について教えていただきたいのですが、これを見ますと、「進める」

とか「必要がある」とか「促進する」、「推進する」といろいろあるのですけれども、これ

は何か意味がやはり違うのでしょうか。例えば必要があるというのは、必要があることは

認識しているけれども、やるとは限らないよと、そういう意味でしょうか。 

【事務局】  基本的な構成は、状況認識をまず述べて、であるから、こういうことをや

る、これは動詞として「推進する」から「図る」から「努める」とかいろいろな言葉があ

りますけれども、そういう構成を心がけております。 

【委員】  そうしますと、「図る」とか「推進する」、「促進する」は、日本語をあんまり

繰り返すと冗長なので変えているだけであって、いずれも優劣ないということでしょうか。 

【事務局】  そこはいろいろニュアンスの違いはございます。大体そのニュアンスとし

て、例えば所管部局が、まさに自分の仕事として推進するというところもあれば、それこ

そ国民全体、社会全体をある方向に行くように図っていくですとか、促進するとかいうふ

うな、いろいろな、それなりにルールを設けて使っております。 

【委員】  そのルールはどこかに書いてあるのですか。 

【事務局】  そこは、大体お読みいただければおわかりいただけるように書いているつ

もりではあります。 

【委員】  わかりました。修行いたします。 

【委員長】  どうぞ。 

【委員】  きょう最後だと聞きましたので、一言お礼を申し上げたいのですけれども、
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健全でうるおいのあるランドスケープの形成というのを、この専門委員会では非常に重要

な柱にしていただいたのですが、その後、部会の中で、その「ランドスケープ」という片

仮名語はいかがなものかとか、あるいは景観と何が違うのか、風景と何が違うのか、風土

ではいかがかと、あるいは最後には、日本語に片仮名を多く使うのはけしからんではない

かというようなことで、もう一つのエコロジカル・ネットワークのほうはほとんどそうい

う議論がなかった中で、ややこの言葉がやり玉に上がった中で、最終的には章からもはず

れ、節からもはずれたわけですけれども、最後にこのランドスケープという言葉が明確に

文章の中には残ったという。不思議なことに、私が出席した会議ではほとんど議論になら

なかったのですが、私が出席しない会議の中で、特に委員長には随分と頑張って、これを

残す努力と工夫をしていただいたようでございます。 

 そのこともあって、「人の営みや自然の営み、あるいはそれらの相互作用の結果を特質と

しており、かつ、人々がそのように認識する空間的な広がり」なんていうやや複雑な、し

かしこれはヨーロッパにおけるランドスケープ・コンベンションの概念からこれを持ち込

んだということで、やや理論武装もきちっとできたということで、かえってよかったとい

う面もあったのではないかと思っておりまして、事務局はじめ、皆さんにはこれで随分頑

張っていただいたと思いますので、私、改めて、お礼を申し上げたいと思います。 

【委員長】  そのとおりでございます。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 ほぼ予定の時間に来ております。ただいまの国土形成計画（全国計画）については、報

告でございますが、このような形でまとめられます。次回の計画部会のスケジュールは先

ほどご紹介いただきましたか。 

【事務局】  はい、次回の計画部会に、当委員会からのご報告ということで報告する予

定です。 

【委員長】  いや、そうではなくて、この国土形成計画のほうは、当然、次の計画部会

で確定するわけですよね。 

【事務局】  そこは、２７日に計画部会がございまして、次の審議がなされるというこ

とになります。そこで確定する予定です。 

【委員長】  確定するかどうかはまだ確言できないということですね。 

【事務局】  委員長にかかっております。 

【委員長】  予定としては、確定するということですね。 
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 ありがとうございました。大変長い期間、この専門委員会、２年余にわたってご議論い

ただき、先ほどご紹介いただいた内容を読んでいただくとよくおわかりのように、本専門

委員会の内容が、多岐にわたって盛り込まれたところでございまして、新しい国土形成計

画をつくることにも寄与し、さらに新しい国土利用計画の全面的な中身の改定についても

ご寄与いただき、成果として実現できたということを深く感謝させていただきたいと思い

ます。 

 今後も、先ほど資料１－４にございましたように、いろいろ検討する機会があると思い

ます。その際、さまざまな形で、皆様からご意見、あるいはご情報をいただくというよう

なことがあるかと思います。今後とも私のほうからもよろしくお願いしたいと思っており

ます。とりあえず委員会としてのまとめは私のほうでさせていただきます。 

この後、事務局のほうで何かございますか。 

【事務局】  どうもありがとうございました。 

 それでは、終わりに当たりまして、局長の辻原からごあいさつさせていただきます。 

【委員】  事務局を代表いたしまして、一言御礼とごあいさつをさせていただきます。 

 本委員会は、一昨年の秋、国土審議会計画部会の専門委員会の一つとして、国土利用計

画、そしてそれと一体として作成されるべき国土形成計画の主に国土管理に関して検討し

ていただくということで発足いたしまして、以来、２年余りご検討いただきまして、きょ

うの日を迎えさせていただきました。 

 この間、私も審議官時代から出席させていただいて、いろいろとご指導いただいてきた

わけでございますが、委員長はじめ委員の各位におかれましては、大変熱心にご議論いた

だきまして、最終報告を取りまとめることができたということにつきまして、心より御礼

を申し上げます。 

 きょう最終報告としてお取りまとめいただきました国土利用計画の第４次の案につきま

しては、先ほどもお話ございましたけど、１１月２７日、来週の火曜日に国土形成計画の

案とあわせまして計画部会に最終的にご報告させていただくという段取りになっておりま

す。 

 その後につきましては、まだ正式には決定しておりませんけども、年内には審議会の本

審議会を開催いたしまして、本審議会にご報告した上で、今年度中に、国土形成計画と一

体として作成される第４次の国土利用計画（全国計画）ということで閣議決定を経るとい

うことで現在作業を進めておるということをご報告させていただきたいと思います。 
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 この委員会はきょうで一区切りということでございますけれども、また何かとご指導い

ただくこともあろうかと思いますので、引き続きよろしくお願いいたしますとともに、改

めて御礼を申し上げまして、まとめの言葉とさせていただきます。 

 ありがとうございました。 

【事務局】  では、いつものように、本日の議事要旨につきましては、速やかに事務局

にて作成して、公表いたしますとともに、議事録につきましては、委員の皆様方のご了解

を得てから公表させていただきたいと存じます。 

 本日お配りした資料につきましては、大変、大部でございますので、どうぞお席に置い

ておいていただければ、後ほど事務局からお送りいたしたいと思います。 

 私からも、本日はどうもありがとうございました。 

【委員長】  どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


